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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　うず電流探触子とテスト対象の導電性試料の表面の間の分離の影響を補償するための方
法であって、
　前記うず電流探触子を実質的に無欠陥エリアでかつ前記試料の表面から既知の基準分離
で配置することによって基準データ組を取得する工程であって、前記うず電流探触子を励
起して前記試料にうず電流を発生させ、該うず電流によって生ずる時間変動する基準信号
を検知し、前記基準データ組が１回以上の前記基準信号の振幅を含む、工程と、
　前記基準信号の最大規模傾斜値を決定する工程と、
　前記うず電流探触子を前記試料の表面から未知の分離に配置することによってテストデ
ータ組を取得する工程であって、前記うず電流探触子を励起して前記試料にうず電流を発
生させ、該うず電流によって生ずる時間変動するテスト信号を検知し、前記テストデータ
組が１回以上の前記テスト信号の振幅を含む、工程と、
　前記テスト信号の最大規模傾斜値を決定する工程と、
　前記テスト信号の最大規模傾斜値を前記基準信号の最大規模傾斜値で除した補償比を算
出する工程と、
　前記テスト信号の振幅から前記基準信号の振幅に前記補償比を乗じた値を差し引くこと
により、前記基準データ組および前記テストデータ組の１以上の対応する回の補償された
信号振幅を決定する工程と、
を含む方法。
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【請求項２】
　複数の基準信号を検知して対応する複数の基準データ組を取得し、
　各基準信号は前記試料の表面から異なる既知の基準分離に配置された前記探触子を励起
することにより発生したうず電流により生成され、
　各基準信号に対する最大規模傾斜値が決定され、
　前記テスト信号の最大規模傾斜値に最も近い前記最大規模傾斜値の前記基準信号が、前
記補償比と前記補償された信号振幅を決定するために利用される、
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記各基準信号に対する最大規模傾斜値が、前記各基準信号の１次微分ピークから決定
され、
　前記テスト信号に対する最大規模傾斜値が、前記テスト信号の１次微分ピークから決定
される、
請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記補償された信号振幅を決定する工程が、保存されたテストデータ組の各回に対する
補償された信号振幅を決定して、完全補償済み信号を決定する、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　基準データ組の少なくとも一部のデータが補間されている、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれかに記載の方法を実行するように配列させたうず電流探触子及
び処理手段を備えるうず電流検査デバイス。
【請求項７】
　前記探触子が、コイルまたは電子センサを用いたシングル構成、マルチ構成またはアレ
イ構成とした、絶対探触子、微分探触子、反射探触子、非遮蔽探触子、遮蔽探触子、ある
いはこれらの任意の組み合わせである、請求項６に記載のうず電流検査デバイス。
                                                                      
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、材料や構造（特に、例えば航空機パネルやパイプラインなどの導電性構造）
内で腐食、クラックその他などの欠陥を検出するために使用できる方法及び装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　腐食、クラックその他などの欠陥は材料や構造に関する構造上の完全性を弱体化する。
多くの産業において構造の不良は、ガスや石油パイプラインなどのパイプラインや、航空
機パネルの構成要素を形成する構造に関する不良など、非常に重大な結果を引き起こす可
能性がある。このため、構造上の完全性に悪影響を及ぼしかねない欠陥をその構造が有す
るまたは獲得しているか否かを判定するための構造検査に対してかなりの努力が向けられ
ている。
【０００３】
　欠陥を検出する試みにおいては構造を視覚的に検査することができる。しかし表面に歪
みを生じさせ得るような深刻な腐食などのある種の欠陥は視覚的に検出できるが、構造の
外表面から容易には視認できないクラックや腐食などの多くの欠陥は見過ごされることが
ある。さらに多くの構造は塗料、コーティング及び絶縁物の層で覆われており、視覚的検
査をさらに困難にさせることになる。
【０００４】
　欠陥を検出するために構造を検査する別の方法は超音波に関わるものである。しかし超
音波は、連続する層が互いに機械的に結合されていなければ、単に構造の単一の層だけし
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か貫通できない。したがって、多層構造内の欠陥は検出が困難である。
【０００５】
　構造内で欠陥を検出する別の方法ではうず電流を用いている。うず電流検査は、導電性
構造内の傷の検出に重要な恩恵を提供することができると共に、極めて広範な用途を有し
ている。これは、非破壊式であると共に、肉眼で視認不可能な傷を検出することができる
。非破壊検査を実現するには、単一の周波数が使用されるのが一般的である。検査能力及
び検出信頼度を向上させるために、２つの周波数や複数の周波数が利用されることもある
。うず電流は、複数層の材料を貫通し、材料や構造の運用性を脅かしかねない隠れた損傷
を発見することができる。しかし、複雑な構造内で欠陥位置を正確に特定することに関し
ては、従来のうず電流技法では周波数減衰に由来する困難が生じている。パルス式うず電
流（ＰＥＣ）正方形波パルスは（特に、低周波数において）ワイドバンド周波数のエネル
ギーを提供することができる。したがってこれによって、後続のデータ処理のために欠陥
深度及びポテンシャルに関するより多くの情報が提供される。
【０００６】
　探触子リフトオフとは、テスト対象構造の表面の上に探触子を通過させることに関連す
る問題であり、探触子と検査対象構造の間の間隔のバラツキによって受信信号内に誤った
バラツキが生じ、これが真の欠陥を示すバラツキをマスクして欠陥の特定に関する誤認に
つながることがある。リフトオフのバラツキは例えば、塗料及び／またはコーティング厚
さなどその上に探触子を通過させる構造表面のバラツキ、リベットなどの表面フィーチャ
の存在、並びに使用時にオペレータが探触子に加える圧力のバラツキによって生じること
がある。
【０００７】
　米国特許第６，３４４，７４１号及びカナダ特許第２　３１２　１０１号は、パルス式
うず電流技法においてリフトオフバラツキを補償する方法を開示している。テスト対象構
造から２つ以上の異なるリフトオフ距離で欠陥のない位置において探触子から較正信号が
取得される。これらの検出信号が時間領域で交差する点を決定し、時間領域信号の当該時
点における「リフトオフ交差点」が確定される。リフトオフを補償するために較正信号が
クロスした同じ時点で、後続の時間領域テスト信号の振幅が比較される。
【０００８】
　しかしこの交差点はあまり正確でないことがあり、また異なるサイズの欠陥が検出され
るとドリフトすることがある。さらにリフトオフ補償は受信信号上の単一の点でしか実現
できないため、時間領域信号から利用可能な情報量が限られた量だけになり欠陥解析が制
約される。
【０００９】
　米国特許第５，３９１，９８８号は、うず電流テストを用いて導電性物体内部の傷を検
出する方法を開示している。フェライトコアは、１次コイルとその上に巻き付けた２次コ
イルとを有する。１次コイルには、２次コイル内にパルス波形の電圧を誘導するために矩
形波電流が供給される。誘導された電圧のパルス持続時間は、２つの異なるしきい電圧に
対応する２つの別々の時点で計測される。フェライトコアと導電性物体の間の距離（リフ
トオフ）のバラツキの影響はこの２つの計測パルス持続時間の比較を用いて相殺されてい
る。
【００１０】
　米国特許第６，５７３，７１２号は、検査探触子の位置を調整し一定のリフトオフを維
持するための駆動セクションを有する検査デバイスを開示している。
【特許文献１】米国特許第６，３４４，７４１号
【特許文献２】カナダ特許第２　３１２　１０１号
【特許文献３】米国特許第５，３９１，９８８号
【特許文献４】米国特許第６，５７３，７１２号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１１】
　リフトオフの発生及び関連するリフトオフ距離に関して正しい判断がなされると、検出
信号のうちからリフトオフによって生じる欠陥信号をマスクするような成分の排除が可能
となり、これによって信頼性が高い検出結果を提供するように欠陥情報を修復することが
できる。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の第１の態様では、うず電流探触子と導電性試料の表面の間の分離（リフトオフ
）を補償するための方法であって、
　　導電性試料内にうず電流を発生させるように励起を受けると共に既知の基準分離（リ
フトオフ）において導電性試料が生成したうず電流によって発生した基準信号を検知する
うず電流探触子を無欠陥試料エリアでかつ試料の表面から既知の基準分離で配置すること
によって少なくとも１つの基準データ組を取得する工程、並びに該検知信号の傾斜値を決
定する工程と、
　　うず電流探触子を励起してうず電流を発生させるように該探触子を試料の表面から未
知の分離（リフトオフ）に配置して後続のテスト信号に関する対応する傾斜値を決定する
ことによって後続のテスト計測を実行する工程と、
　　少なくとも１つの基準信号とテスト信号の間の差を決定することによってテスト計測
内のうず電流探触子と試料の表面の間の分離（リフトオフ）を補償する工程と、
を含む方法を提供する。
【００１３】
　検知信号の傾斜は探触子とテスト対象の導体材料の表面の間の分離（リフトオフ）を示
すことが知られている。本発明の実施形態は、精密でありかつ信頼性が高いリフトオフ補
償を提供する能力を有することが分かった。本発明の実施形態はさらに、リフトオフ補償
を時間変動する信号に沿った単一の点でのみ提供するような多くの従来方法と異なり、完
全なリフトオフ補償信号を提供している。欠陥の性状及び箇所を決定するための後続の信
号解析及び処理のためには完全な信号が有用である。パルス式うず電流を発生させること
が好ましい。
【００１４】
　基準テスト信号及びテスト信号を検知する前に、リフトオフのない無欠陥エリア上に探
触子を配置して後続の信号のすべてから後で差し引くためのバランス信号を取得すること
によって、バランス調整を実行することがある。
【００１５】
　最大規模傾斜（正の傾斜か負の傾斜かによらない）を決定しこれを用いて補償を実行す
ることが好ましい。この最大規模傾斜は、例えば検知された時間変動する信号のピーク微
分の決定が可能なプロセッサやコンピュータを含む制御システムによって容易に決定する
ことができる。このため、本発明の方法は容易に自動化することができる。検知信号は、
ノイズが生成する誤った結果を排除するために、傾斜の決定前に低域通過フィルタを通過
させることなどによって平滑化することが好ましい。
【００１６】
　テスト計測の補償には、探触子と試料の表面の間をそれぞれ異なる既知の分離とした複
数組の基準データを取得することを含むことがある。次いで、テスト信号に最も近い傾斜
をもつ基準データ組を選択し、この選択した基準信号とテスト信号の間の差を決定するこ
とがある。別法としてまたは追加として、１つまたは複数の基準データ組から基準データ
を補間することもできる。基準信号やテスト信号に関連するデータに対して、テスト信号
と基準信号のサイズの比に依存する係数を乗算することがある。
【００１７】
　本発明の第２の態様では、うず電流探触子を備えるうず電流検査デバイス並びに本発明
の第１の態様の方法を実行するように配列させた処理手段が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１８】
　ここで、添付の図面を参照しながら単に一例として本発明について説明することにする
。
【００１９】
　図１は、探触子１と検査対象の試料２の表面の間のリフトオフと呼ばれる分離を図示し
ている。
【００２０】
　図２は、本発明を実行する方法の一例を表した流れ図１０である。この流れ図は、基準
データを作成するための第１の部分２０並びに補償済みテストデータを作成するための第
２の部分３０からなる。
【００２１】
　図２に示すように工程２１では、後続の信号のすべてから差し引くためのバランス信号
の取得のためにリフトオフがない無欠陥エリア上に探触子を配置させることによって探触
子をバランス調整することが好ましい。工程２２では探触子は、サンプルの表面から既知
の基準分離（リフトオフ）で配置させている。探触子は、サンプルのうち実質的に欠陥が
ない部分の上に配置させることが好ましい。コイルや電子センサを用いたシングル構成、
マルチ構成またはアレイ構成とした、絶対探触子、微分探触子、反射探触子、非遮蔽探触
子、遮蔽探触子、あるいはこれらの組み合わせなど、当技術分野でよく知られた適当な任
意のうず電流探触子を用いることができる。この例では、一体型の送信コイルと受信器ア
レイを備えた探触子が使用される。当技術分野でよく知られているように、受信器アレイ
は典型的には１６または３２個のセンサを有する。しかし所望により、別々の送信器と受
信器を備えた探触子が使用されることもある。探触子とサンプルの非欠陥部分の間に既知
の厚さをもつシム（通常は、非導電性）を配置することによって試料の表面から既知のリ
フトオフ位置に探触子を配置させることがある。
【００２２】
　工程２３では、探触子を励起させてサンプルの表面にうず電流を発生させ、このうず電
流が発生させた基準信号を探触子によって検出する。送信コイルは、例えば試料内の多く
の深度位置にある欠陥を検出できるようにワイドバンドの周波数を発生させる方形波電流
によって励起される。
【００２３】
　工程２４では、基準信号の傾斜が決定される。基準信号の最大傾斜（傾斜が正であるか
負であるかによらない）を決定することが好ましい。本発明によるうず電流検査デバイス
は、基準信号の１次微分を計算することによる傾斜の決定が可能なマイクロプロセッサな
どの処理手段を有することになる。テスト信号の傾斜の最大規模は、１次微分のピーク値
となる。検出した基準信号と決定した傾斜または微分のうちの少なくとも一方は、ノイズ
により生じることがありかつ異常値を生成する可能性があるような任意のスパイクを排除
するために、例えばガウス型スムージングによるか低域通過フィルタを通過させることに
よって平滑化される。検出した基準信号並びにこれに関連するピーク傾斜または微分は、
プロセッサに関連付けされた記憶手段内に一緒に保存される。
【００２４】
　基準信号及び関連する傾斜が何組必要となるかに応じて、工程２１～２４を必要な回数
だけ反復させる。より多数組の基準信号を使用すればより精細な結果が提供されることが
知られている。工程２１～２４を反復する場合、探触子とサンプルの非欠陥部分の間に別
の既知の厚さをもつ異なるシム（通常は、非導電性）を配置させ、この第２の既知リフト
オフで計測を実施する。複数組の基準信号を発生させる場合、発生させた基準信号の各々
に対する傾斜は、各基準信号を取得した後で個別に決定することが可能であり、また基準
信号のすべてを検出し終えた後で傾斜のすべてを一緒に決定することも可能である。
【００２５】
　適当な数の基準信号及び関連する傾斜が決定された後、本方法を使用して欠陥検出のた
めのテストデータが作成される。このテストデータはリフトオフに関して補償することが
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できる。工程３１では、試料の上に探触子を配置させることがある。しかし上述の工程２
１～２４のように基準データを作成するために探触子を用いるのと異なり、この場合では
サンプルと探触子の間に存在する分離のレベルがどれだけかは問題とならない。実際に、
探触子は航空機パネルやパイプライン構成要素などテスト対象構造のセクションを覆うよ
うに通過する可能性があり、また探触子が構造の上を通過するに連れてそのリフトオフは
変動する可能性がある（例えば塗料ワーク、コーティング及び絶縁の厚さのバラツキによ
る、探触子がリベットその他の表面フィーチャに遭遇することによる、並びにオペレータ
により探触子に加えられる圧力のバラツキによる）。
【００２６】
　工程３２では、試料内のうず電流が発生させる信号が探触子内の受信器を用いて検知さ
れる。
【００２７】
　工程３３では、テスト信号の傾斜が（この例では、１次微分を計算しその微分ピークを
決定することによって）決定される。基準データが作成する際の上記の工程２３の場合と
同様に、テスト信号のピーク微分の計算によってテスト信号の最大規模傾斜が決定される
ことが好ましい。
【００２８】
　工程３４では、リフトオフの影響を低減または排除するようにテスト信号が補償を受け
る。この補償は、発生させた基準信号に関する重み付け済みのリフトオフ基準データをそ
のテスト信号に対するデータから差し引くことによって実行される。複数の基準信号を発
生させた場合は、最も類似の傾斜ピークまたはテスト信号のものに最も近いピーク微分を
もつ基準信号が特定されて目下のリフトオフ様相として指標付けされると共に、対応する
重み付け済みの特定基準信号がテスト信号から差し引かれる信号として使用される。最大
傾斜またはピーク微分は、当業者よく知られているような最接近距離法則（ｎｅａｒｅｓ
ｔ　ｄｉｓｔａｎｃｅ　ｒｕｌｅ）などの適当な任意の方法によって比較することができ
る。別法としてまたは追加として、基準信号に関するデータは、テスト信号のデータから
差し引くためのより適当な基準データ組を生成するように補間を受けることがある。補間
は、例えばテスト信号の傾斜が２つの基準信号の傾斜の間の実質的に中間に来ることが分
かった場合や単一の基準信号だけが利用可能である場合に有用となる。テスト信号と対応
する基準信号の比から導かれた補償比を基準信号に乗算してテスト信号と基準信号のサイ
ズの差を補償することがある。この例では、工程３４の前に、生成した信号についてリフ
トオフ現象が存在するか否かを判定し、もし存在する場合に補償機能をオンに切り替えて
基準信号を選択するための一連の工程３４ａ～３４ｄを置いている。所望であれば、工程
３４ｅでリフトオフ補償をオフに切り替えることができる。補償手順は工程３４ｆにおい
てデータがすべて補償済みになるまで反復させると共に、次いで工程３４ｇでデータの撮
像が実行される。
【００２９】
　図３は、本発明の実行に使用するのに適したパルス式うず電流検査デバイスを表してい
る。このデバイスは、上述のような探触子４０を含む。探触子４０はこの例では、アレイ
状のセンサを有する。探触子４０はコネクタ４１を介して処理／表示デバイス４２に接続
されている。処理／表示デバイス４２は、信号を保存すること、並びにピーク微分の決定
、補償の実行及び関連するピーク微分をもつ信号の保存などの適当な処理を実行するため
にマイクロプロセッサなどのプロセッサとメモリとを有する。デバイス４２はユーザに対
して結果を表示するための表示手段４３を有する。
【００３０】
　デバイス４２は自動微分リフトオフ補償処理を以下に記載するようにして実行すること
ができる。
【００３１】
　　１）先ず、探触子４０のサンプルからの事前決定のリフトオフの各々について多数個
（Ｋ個）のリフトオフ基準信号Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）が収集される。これが基準信号組であ
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る。
【００３２】
　　Ｌｉｆｔ－Ｏｆｆ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｅｔ：｛Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）｝　ｋ＝１
，２，・・・，Ｋ
　　例えば、リフトオフ距離：５ミル（０．１２７ｍｍ）、１０ミル（０．２５４ｍｍ）
、１５ミル（０．３８１ｍｍ）及び２０ミル（０．５０８ｍｍ）を用いて４つのリフトオ
フ基準信号（Ｋ＝１，２，３，４）が作成される。
【００３３】
　　２）この後で、既知のリフトオフ基準信号１次微分のすべてを計算してそのピーク値
ＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）（ここで、ｋ＝１，２，・・・，Ｋ）を見出す。
【００３４】
　　この例では、微分演算子は１次微分であり、平滑化演算子はガウス型平滑化であり、
かつ微分ピーク値をＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ　Ｓｅｔと書く。
【００３５】
　　３）次に、リフトオフ基準信号Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）とその対応する微分ピーク値ＤＰ
ｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）（ここで、ｋ＝１，２，・・・，Ｋ）から構成されたリフトオフ
基準ブック組を規定する。
【００３６】
　　ＬＯ＿Ｒｅｆ＿Ｂｏｏｋ＝｛Ｌｉｆｔ－Ｏｆｆ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｅｔ　ＤＰ
ｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ　Ｓｅｔ｝
　　＝｛Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ），ＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）｝
　　ｋ＝１，２，・・・，Ｋ
　４）次いで、未知の欠陥及び未知のリフトオフタイプをもつ個々の各テスト信号ごとに
以下の処理を実行する。
【００３７】
　　ａ）テスト信号に関する微分ピーク値－ＤＰｖ＿ｔｅｓｔを計算する。
【００３８】
　　ｂ）最接近距離法則によって目下のＤＰｖ＿ｔｅｓｔをＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ　Ｓｅ
ｔと比較して、最も類似したＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）を見出しリフトオフクラス指標
ｋを取得する。
【００３９】
　　ｃ）リフトオフクラス指標ｋに従って、テスト信号内に埋め込まれたリフトオフのタ
イプを知り、後続の補償手順で正しい対応するリフトオフ基準信号Ｌｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）を
選択することができる。
【００４０】
　　５）最後にＬｏ＿Ｒｅｆ（ｋ）について補償式を用いた自動リフトオフ補償が実現さ
れる。この補償式は適当な基準信号とテスト信号の間の差を決定することを含む。
【００４１】
　補償比は次式に従って計算することが好ましい。
【００４２】
　　Ｒａｔｉｏ＝ＤＰｖ＿ｔｅｓｔ／ＤＰｖ＿Ｌｏ＿Ｒｅｆ
　次いでこの補償比を次の補償式内に含めることができる。
【００４３】
　　Ａｕｔｏ＿Ｃｏｍｐ＝Ｓｉｇ＿ｔｅｓｔ－Ｒａｔｉｏ＊Ｓｉｇ＿ＬＯ＿Ｒｅｆ（ｋ）
上式において、Ｓｉｇ＿ｔｅｓｔはテスト信号であり、またＳｉｇ＿ＬＯ＿Ｒｅｆ（ｋ）
は適当な基準信号である。
【００４４】
　図４ａは、リフトオフを伴わないもの（グループＡ）、０．０５ｍｍのリフトオフにあ
る探触子によるもの（グループＢ）、０．２５ｍｍのリフトオフを伴うもの（グループＣ
）並びに０．５ｍｍのリフトオフを伴うもの（グループＤ）という試料から得られた検出
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した一連のパルス式うず電流信号を表している。グループＡ、Ｂ、Ｃ及びＤのそれぞれは
、全体試料厚さに対する材料ロスが約５％、１０％及び２０％であるような欠陥に対する
信号を包含している。図４ａから明瞭に分かるように、パルス式うず電流信号の傾斜はリ
フトオフ距離によって主に影響を受けており、一方個々の各グループ内における欠陥サイ
ズのバラツキはその有する影響が遥かに小さい。したがって図４ａでは、欠陥サイズが異
なるがリフトオフ距離が同じであるパルス式うず電流信号は、リフトオフ距離により主に
決定されるパルス式うず電流信号の同じグループ内に区分けした。
【００４５】
　図４ｂは、図４ａに示した信号の微分を表している。欠陥が異なるがリフトオフ距離が
同じパルス式うず電流信号の微分はリフトオフ距離に従って同じグループに区分けされる
だけではなく、非常に近い微分ピーク値を提供していた。このことから微分ピーク値が当
該パルス式うず電流信号内に存在するリフトオフを明瞭に示すことを確認することができ
る。リフトオフフィーチャを抽出してこれを用い、補償比パラメータを計算して自動リフ
トオフ補償が実行される。
【００４６】
　図４ｃは、本発明の一実施形態による可変リフトオフパルス式うず電流補償の効果を表
している。探触子と試料の表面の間にリフトオフが存在しないように慎重に位置決めされ
た探触子を用いて全体試料厚さの材料ロス２０％の欠陥を有する試料に関する理想的なパ
ルス式うず電流信号を図４ｃにおいて太線で表している。これが、リフトオフの影響を受
けない場合に取得される理想的信号である。図４ｃには、０．０５ｍｍ、０．２５ｍｍ及
び０．５ｍｍのリフトオフ距離で試料の２０％欠陥から取得したパルス式うず電流信号も
それぞれを示す破線で表している。対応するリフトオフ補償済みパルス式うず電流信号は
、リフトオフがないときに取得した理想的信号とその一部で重複している点線で表してい
る。本発明の実施形態のリフトオフ補償が有効であることは、図４ｃにおいてリフトオフ
補償済み信号がリフトオフがないときに取得した理想的信号のより近くに追随している（
さらには、重なりあっている）ことから分かる。
【００４７】
　図５ａ、５ｂ及び５ｃは、パルス式うず電流Ｃ走査画像上で実行される本発明の一実施
形態のリフトオフ補償を表している。
【００４８】
　図５ａは、パルス式うず電流Ｃ走査におけるリフトオフ距離とその箇所を表している。
図５ａのモノクロ画像内では異なるリフトオフ距離（すなわち、０ｍｍ、０．１２７ｍｍ
、０．２５４ｍｍ、０．３８１ｍｍ及び０．５０８ｍｍ）を異なる陰付けで表しているが
、異なる色相によって表すことも可能である。
【００４９】
　図５ｂは、図３に示したデバイス４２の表示手段４３上で見ることができる検査走査の
パルス式うず電流画像を表している。この走査画像は、異なる陰付けまたは色相によって
材料ロスのレベルが異なることを示すようにしたパルス式うず電流画像を示している。具
体的な陰付けまたは色相によって示した材料ロスのレベルの百分率を指示したチャートを
、パルス式うず電流Ｃ走査画像に近傍に提供することができる。このパルス式うず電流Ｃ
走査画像は、テスト対象の構造内の欠陥の実際の箇所に対応するＣ走査画像上の位置にお
いて異なる陰付けまたは色相として提示した材料ロスからなるようにして欠陥の箇所を示
している。図５ｂに示した画像は、探触子４０を図３に示すようにしてテスト対象構造の
表面の上を通過させることによって得ることができる典型的なデータを示している。図５
ａで示すように使用中に当該の点における計測で探触子４０のリフトオフに由来するよう
な多数の「パッチ」を表している。図５ａの走査画像から分かるように、これらの点で生
じたリフトオフに起因するパッチによって、実際の欠陥が明瞭に特定することが困難とな
る程にＣ走査画像がかなり不明瞭となっている。
【００５０】
　これと異なり図５ｃは、図５ｂのパルス式うず電流Ｃ走査画像に対して本発明の一実施
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軸上の位置２０及び９０にある欠陥は図５ｂのＣ走査画像内におけるよりかなり明瞭に確
認することができる。このため欠陥は欠陥の形状に関する情報が明瞭に識別可能となる程
に明瞭となっている。リフトオフの影響を排除した後では、欠陥の存在及び箇所が明瞭に
確認される。ここまで来るとより精細な欠陥情報を取得することができる。
【００５１】
　上述した例に対して多くの変形形態が可能であるが、これらは依然として本発明の趣旨
の域内にある。例えば適当な任意のうず電流探触子を使用することができる。探触子は探
触子体部内に一緒に内蔵して設けた送信器及び受信器を有することがあり、また送信器と
受信器は別々に設けられることもある。受信器は１つまたは複数のコイルまたはセンサを
備えることがある。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】探触子とサンプル表面の間の分離（リフトオフ）を表した図である。
【図２】本発明の一実施形態を実行する方法を表した流れ図である。
【図３】パルス式うず電流検査デバイスの図である。
【図４ａ】リフトオフがない場合及び多数の異なるリフトオフの場合に試料から得られた
一連の検出パルス式うず電流信号を表した図である。
【図４ｂ】図４ａに示した信号の微分を表した図である。
【図４ｃ】リフトオフを補償する前及び後における２０％欠陥からのパルス式うず電流信
号を表した図である。
【図５ａ】パルス式うず電流テスト走査で使用した可変のリフトオフ距離及び箇所を表し
た図である。
【図５ｂ】リフトオフ補償がない場合の検査Ｃ走査のパルス式うず電流画像を表した図で
ある
【図５ｃ】図５ｂの検査Ｃ走査に対して本発明の一実施形態によるリフトオフ補償を適用
したときの図である。
【符号の説明】
【００５３】
　１　探触子
　２　試料
　２０　基準データ作成部分
　３０　補償テストデータ作成部分
　４０　探触子
　４１　コネクタ
　４２　処理／表示デバイス
　４３　表示手段
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